




















































19891990 1991 1992 1993 1994
GDP
経済全体の成畏率（％） ＋0．7 ・3．3 ・11．9 一43 一2．3 癌2ゆ
農業部門の成長率（％） 一L2 一4．6 弓．1 一11．9 一14．7 ＋1．5
農業部門の割合（％） 13．7 12．5 8．6 7．3 6．4 6．3
農業関連部門の割合（％） 1．8 L8 5．2 4β 4．6
労働力
農業部門の割合（％〉 17．9 17．5 15．8 13．5 10．1 G7
農業関連郎門の割合（％） 4．3 4．2 4．2 4．3 5．5 5．2
農業生産比率
緋　　種（％） 9．1 5L1 56．8 51．5 54．7 59．0
畜　　産（％） 50．9 48．9 43．2 4＆5 45．3 41．0
武甲指数　‘且螂を100と寸樹
農業投入財価格 130．0 189ユ 250．7 271．0325．2 387
農業生産物価格 129．4 166．4 164．9 179．1 212．2 269．5
















































国営農場 2215 1834 27 23
協同農場 3479 －1482 42 19
協同農場メンバー 1977 1839 24 23
その他 565 2771 7 35




















































































































































































































































































































国営農場 協同農場 個　人 全体
Ft㎜　　　％ Ft　mn　　　％ Ft　mn　　　％ Ft㎜　　　％
小　麦 4，095　13．525，623　84．3 684　　2．3 30，402　8．4
大　麦 837　14．3 4，809　82．2 207　　3．5 5，853　　1．6
トウモロコシ 5，081　14．622，664　65．26，992　20ユ34，737　　9．6
テンサイ 900　13．7 5，094　77．8 551　　8．4 6，545　　1。8
コ　　メ 168　3（L8 267　58．6 21　　4．6 456　　0．1



































































































































































































































































































































































（mn　ECU） 輸入 輸入割合（％） 輸出 輸出割合（％）
EU－12 289 4L6 815 43．1
EFTA（31．12．94） 83 119 221 11．7
NIS（New　Indep．　States）19 2．8 419 22．1
CEESs 38 5．5 172 9．1
その他 266 38．3 266 14．0






































































1991 10．4 57．0 7．8
1992 22．0 553
1993 29．3 45．7 11．1






中企業組織 協同農場 家麗菜園／個人農場 全体
穀物 2L3 55．2 23．5 100
牛の顧数 25．2 49．4 25．3 100
豚の民社 27．3 25．0 47．7 100
家禽数 19．7 13．1 67．2 100
出所：European　CommissiQn　l　I995：11p．28
させることにも役立っている。
　土地利用形態の推移を見たのが表9である。協同農場や国営農場が再
編されてできてきた新企業組織の割合が増え，以前からの形態の協同農
場の割合が減っていることが分かる。ただし，両方とも大規模生産に基
づく生産組織であることから，大規模生産という点からいうと以前と比
べて変化がない。一方，個人農場の割合は着実に増えてきている。さら
に，改革導入以後の生産組織別生産割合を見ると，穀物生産における大
規模経営組織の割合は相変わらず大きい（表10参照）。そして，畜産，
ことに豚生産と家禽生産における家庭菜園・個人農場の割合も相変わら
ず大きい。このように所有形態の変化は，土地利用と生産の面では顕著
な変化をいまだもたらしていないことが分かる。
（2＞　農業保護の復活とその程度
　改革以前のハンガリー農業は国家一元貿易管理体制がしかれ，国内市
場は国際市場から隔離・保護されている状態であり，農業生産者に対す
る価格支持政策のような間接的な保護政策の他にも，国営農場や協同農
場に対しては所得補助や補助金が配分されており直接的な保護政策も実
施されていた。このように国内市場保護の程度はかなり高いものであっ
た。さらに，輸出補助金が輸出振興策として制度化されていた。
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　ところが改革に伴い国境管理手段が一元管理貿易から低率の関税によ
るものに移行し，国境保護の程度ははるかに弱まった。輸出補助金は現
在でも存在するが，その額は1993年までは減少傾向にあったが1994年に
はまた増額された。さらに価格の自由化，各種補助金の削減により農業
保護のレベルは急速に低下した。
　GATTウルグアイラウンドの合意と，さらにはEUとの連合協定の
締結はハンガリーの国際貿易に正の効果をもたらすことが予想されてい
る（Research　and　Information　Institute　for　Agricultural　Economics
［1995：2］）。GATTウルグアイラウンドにおいて戦略的商品と考えら
れたトウモロコシ，小麦，ヒマワリ油，牛肉，豚肉，生体豚のハンガリ
ーにおける関税率は，結果として当座は以前より高いレベルに上昇し，
長期的には減少方向に向かうものとなっている。さらに，EUとの関係
においては，相互に関税率を今後漸次低下させていくこととなっている。
　このような国境保護を始めとする農業保護の推移を総合的かつ定量的
につかむためには，指標としてPSE（Producer　Subsidy　Equivalence）
やCSE（Consumer　Subsidy　Equivalence）が有用である。これは国境
管理，価格支持，各種の補助金や他の財政措置による生産者と消費者の
保護の程度を通貨単位で表わした指標である。なお異時点間の数値を比
べる場合には，生産物額や消費額との相対比率をもとめパーセント表示
することにより比較が行われている。OECD（1994：1）の計測による
と，改革以前には生産者に対しての保護の程度は高く農業生産部門には
多額の資金が政府や消費者から流入しており，それが1991年，1992年に
は減少に転じて推移してきていることがPSEの変化から分かる（表11
参照）。最新の数値は1992年に関してのものであるが，生産者保護の程
度は日本やOECD諸国の平均と比べると格段に低いレベルとなってい
ることが分かる。
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表斜　農業保護の国際比較（PSEとCSE）
　　　　　　　　　　　（単位：パーセント）
1987　　1988　　1989　　1990　　1991　　1992
PSE
ハンガリー
OECD諸国
日本
CSE
ハンガリー
OECD諸国
日本
???
一37
－41
舶
??
24
R7
T8
?????
??
22
S3
U6
???92?
「??????
???
???
?」?
????
　　　　　幽所：OECD【1994：11p．193・p．197
　また国内の消費者に対してはこれらと全く逆の推移で搾取が行われて
きたことがCSEの変化から分かる。改革により国際貿易の自由化を始
めとして各種の自由化が行われ，消費者はその恩恵をこうむることがで
きCSEの値も，負の方向だが値が小さくなっていることより，搾取の
程度が低くなってきていることが分かる。ただ，その後農産物の関税引
き上げを始めとして農業保護の程度が強まったことより1992年以降にお
いては，また搾取の度合が強まってきているものと思われる。さらに日
本やOECD諸国の平均と比べるとハンガll一の消費者搾取の程度は比
較的低いことが分かる。
3　今後の課題
　ハンガリー農業は，肥沃で平坦な土地と豊富な水資源，さらに四季に
とんだ気候といった恵まれた自然環境にある。ただし，小国で1000万人
強の人日であることより生産された農産物・加工品に対する国内需要に
は限りがある。農産物・加工品の輸出に占める割合が伝統的に大きいの
はこのような資源の賦存条件によっても説明ができる。今後のハンガリ
ー経済の発展を考えた場合，比較優位があり貴重な外貨の獲得源となる
この産業を，さらに競争力のある産業として育成していくことが重要で
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ある。そのためには，生産三人財の増投による生産量の増加に頼らず総
合生産性の向上をめざす農業技術の開発と普及，農作物・加工品の品質
の向上による他国製品との差別化，外的経済環境の変化に応じて柔軟に
対応できる経営組織の確立が必要とされている。協同農場と国営農場に
関係した所有権の移転と組織の再編は，生産面では一’時的な混乱をもた
ちしたが，効率的で利潤率の高い経営を目指す生産組織に変容させる機
会としては貴重であった。
匹協同農場と国営農場に関係した所有権の移転と組織の再編は，かつて
国有化がはかられた時のように大きな変化となった。政治的な意図もあ
り，きわめて短期間にこれらがとりおこなわれた。旧協同農場によって
用意された補償のための207万ヘクタールに及ぶ土地は，約50万人に分
配された。当初は土地の所有権が広く分配されたために，土地利用の効
率性に問題が生じて，生産力の低下が見られた。しかし，現在までに上
地利用に関する混乱も収まり，それぞれの生産組織が新しい経済環境の
，もとで，安定的な経営をめざして生産を始めつつある。新規所有者自身
が農業生産に使用しない土地は，元の土地所有者であった協同農場が借
り上げて，利用しているケースが多く見かけられる。
　そして，新しい形態の協同組合においては，旧メンバーの90パーセン
トがまだ残っている状態である。個々の協同組合において利用されてい
る生産基盤となる農地やその他の固定投入財は，以前より小規模となっ
たが，他のヨーロッパ諸国に存在する生産組織に比べると格段に大きな
規模である。世界的に見ても，これほどの規模の農業生産協同組合が運
営されている例は少なく，経営・経済的な持続可能性は未知数である。
今後は，規模の経済性を生かした生産効率の改善のみならず，変化する
経済環境の中で経営効率の改善をはかり，事業株を保有しているメンバ
ーの厚生の向上を図っていくことが必要となる。さらにハンガリーの協
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同農場に特徴的な農業生産活動と農業生産以外の活動との共存について
は，相互依存関係と経済収益性を考え，有機的依存関係は残したまま，
分離した経営組織として存続させていくことが将来において必要となる
かもしれない。
　また価格支持政策，輸出補助金，関税制度を通した政府の農業保護政
策は財政負担の見地から見ても，さらに競争力のある産業をつくるとい
う見地から見ても柔軟に対処して行く必要がある。現在ではEU諸国を
含む先進国に比べ，比較的低い農業生産者保護水準となっている。短期
的には国境保護政策等を使い，変容していく農業部門の所得の安定をは
かりつつ，中・長期的には経済成長に必要な農業部門の構造転換をはか
っていくことが重要である。
　農産物・加工品の輸出の振興に関しては，対外政策の重要性はいうま
でもない。ことにEU向け輸出割合が高く，統合へ向けて国内条件を整
えつつ，交渉を進めているハンガリーとしては，差別化できる品質を確
保する以外にも，EUに対してより貿易上有利な条件を引き出すことや，
統合後を踏まえ農作物・加工品の中で特産物と成りうるものをEUを巻
き込んだ形で新規開発していくことが重要となる。そして統合に関して
は，競争力があり財政負担の少ない農業部門の確立が必要条件となるも
のと考えられる。
　また，将来において農業保護の手段が価格支持政策等間接的なものか
ら，直接的な所得補償政策へと変わっていくことが予想される。その段
階においては，労働人口をスリム化したEU並みの労働生産性の高い農
業部門になっていることが，財政負担を軽減する意味からも必要である。
そしてまだ農業生産以外の関連産業のGDP貢献率が低いことより，加
工産業の増強のみならず関連サービス業の充実を図っていくことが課題
である。その中では，アグロ・ツーリズムの様な多くの人々がこの産業
　142
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハンかり一農業の現状と課題
に間接的にかかわれるような事業の展開も図られるべきである。
　　EUとの関係を考える場合，自然環境面から農業部門をとらえること
も必要となるものと思われる。国土の約65．8パーセント（1994年）が農
地であることより，さらにはそこに水資源のネットワークが張り巡らさ
れていることより，それらの資源をいかに保持していくのか中長期的な
持続可能性についても考えていくことが農業部門に課せられた一つの課
題である。そのためにはできるだけ環境に負荷をかけないような営農体
系を確立していく必要がある。
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